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Ⅰ. 研究の概要



転位強化と析出強化を両立したアルミニウム合金の高強度化プロセスと
マイクロメカニクス解析

研究成果の概要
 析出強化型アルミニウム合金の中でも優れた時効硬化性を示す析出強化型  系

合金は，多くの輸送機器の構造部材として実用されている．本課題研究では，析出強化と転
位強化を両立した高強度化プロセスに着目し、Ａ  合金の更なる高強度化を目的とした
予備時効と予ひずみ加工の複合的な加工熱処理プロセスによる析出組織制御に取り組み，
高強度化を達成する為のプロセス条件を系統的に調査するとともに，予ひずみ加工に起因
した時効時間の短縮など多くの知見を得た．また，これら知見の有効性は改良型合金である
Ｄ Ｋ  合金の調査研究により実証している．マイクロメカニクスの数値解析では，転位と
ミスフィット析出物の弾性的な相互作用に着目し、内部応力場中の転位運動のシミュレー
ション技術の開発，析出強化に及ぼす析出バリアントの幾何学の影響，転位強化と析出強化
の相乗効果についての理解を深めた．

本課題研究の主だった成果を研究成果Ｉ～ として，報告書内に詳細を記載した。
研究成果  ：  合金の転位強化と析出強化の両立
研究成果  ：  合金への予備時効後の加工熱処理プロセスの適用  
研究成果  ：転位と析出バリアントの相互作用のマイクロメカニクス解析

研究成果の公表
【学術雑誌】

  

           
 

          
 

Internal Stress and Dislocation Interaction of Plate‐Shaped Misfitting 
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研究成果 Ⅰ



研究成果Ｉ Ａ 合金の転位強化と析出強化の両立

はじめに
析出強化型アルミニウム合金の中で優れた時効硬化性を示す 系合金は，輸送

機器などの構造部材に多く用いられている．近年では、強ひずみ加工による結晶粒微細化プ
ロセスによる高強度が多方面で検討されており、また多くの知見が得られている。ここでは、
析出強化と転位強化を両立することを目的とした材料プロセスに着目し、予備時効と予ひ
ずみプロセスのタイミングが、その後の時効挙動や最大強度に及ぼす影響について系統的
に調査を行っている。

合金の時効析出挙動
を主要な構成元素とする 系アルミニウム合金の中でも，Ａ アルミニ

ウム合金はＡ アルミニウム合金の焼き入れ性を改善し，耐応力腐食性に優れるなどの
特性から鍛造加工に必要な部材に用いられてきた．本合金の時効過程は下記のようである
．

過飽和固溶体 → ゾーン → η’→ η
ここで主たる強化相はη’相であり，このη’相を母相に微細析出させることが肝要である．

また，η’相はその前駆段階として ゾーンが存在し，仮に ゾーンにη’相の核生成を
促す効果があるとすると， 段目の予備時効で ゾーンを微細析出させ， 段目の時効で
η’相の微細析出を促すことができれば，最適な析出組織と力学特性が得られる．しかしな
がら，従来から報告されてきた に生成する Ⅰ ゾーン に加えて， に生成す
る Ⅱ ゾーンが発見されており ，分析機器や第一原理計算の手法が発達したことも
相まって，η’相の析出過程の議論が再び盛り上がりをみせている．以上より， ゾーンと
η’相の析出組織と強度の関係について， 段階時効による初期組織の形成と硬さの変化か
ら，高強度化の可能性について検討する必要があるといえる．

予ひずみと予備時効の加工熱処理プロセス
一般的に金属の強化機構は固溶強化，粒界強化，析出強化（分散強化）および転位強化の
つに大別される．いずれの強化機構においても，障害物が塑性変形を担う転位の移動に影

響を与えることで高強度化が達成される．
固溶強化：原子半径の異なる固溶原子の寸法効果によって，転位の固着や動的ひず
み時効を生じる
粒界強化：隣り合った結晶粒のすべり系が連続ではなく，粒界で転位が堆積する．

ホールペッチ則
析出強化（分散強化）：析出分散相がピン止め点となって転位の移動を妨げる．析出
相と母相の格子ミスフィットや異相界面効果により，転位と弾性的な相互作用を生じ
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る．析出物がせん断されない場合には，オロワン機構により転位が迂回する．
転位強化：転位同士の切り合い，相互作用による強化

ここで，複数の強化機構が働く場合，内部応力場は加算則が成り立つのに対して，それぞ
れの強化機構が単純に加算できないことがある．転位のピン止め点の間隔が本質的であれ
ば，より間隔の狭い強化機構が強度レベルを支配すると考えられるからである．一般的に
障害物による強化機構は，強い障害物と弱い障害物に大別される．本合金では，固溶強化
や ゾーンによる析出強化が弱い障害物，η’相の析出分散強化や林立転位の転位強化は
強い障害物にあてはまる．本研究のように，せん断されにくいη‘相のミスフィット析出物
が微細分散した強化を考える場合，析出相や転位のピン止め点の間隔以外にも，析出相と
転位の内部応力の影響を考慮する必要が生じる．
近年，時効析出型アルミニウム合金では，溶体化の後に塑性加工を加え，時効処理を施す

ことで，析出密度の向上や転位上の析出による機械的特性の向上を目的とした 処理
が研究されている ．しかし塑性加工前に，予備時効処理

を行うことによる析出過程や機械的特性への影響を報告している例は少なく，時効熱処理
と加工処理の順序の影響については未だ不明瞭であるといえる．本合金では，熱処理によっ
て導入される析出物と加工によって導入される転位が，互いの組織形成に影響を及ぼし合
うため，加工と熱処理の順序や条件を変化させた 段時効処理によって最大硬さが向上す
る可能性は大いにある．従って，予備時効ならびに予ひずみ加工が，その後の時効処理での
最大硬さに及ぼす影響を調査することは重要である．

実験目的
本研究の目的は，異なる熱処理温度の組み合わせによる 段階時効の析出組織と硬さを

調査し，予備時効がη’相の析出組織に及ぼす影響を検討する．
また， 段階時効における予ひずみのタイミングと予ひずみ量の影響を調査し，本合金の

最大硬さの増大に最適な加工熱処理条件を模索する．

実験方法
供試材
供試材は， 株式会社より提供を受けた アルミニウム合金である．本合金の合金

組成を表Ｉ に示す．なお本文中の合金組成の表記は全て ％である．本実験で用いた試
料は， アルミニウム合金の引き抜き材，これに焼鈍処理を施したのち円筒状に成形加
工したサンプルの 種である．試験片寸法を図Ｉ に示す．引き抜き材の直径 ，加工
後の試験片直径 ，全長 である．引き抜き材は導電率の測定，成形加工試験片
は硬さ測定および観察に用いた．
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加工熱処理条件
本実験では，溶体化，加工，時効熱処理を組み合わせることで，図Ｉ に示すような 種

類の加工熱処理プロセスを行った．それら熱履歴と目的を以下に示す．

単純時効処理 溶体化→時効処理
段階時効処理 溶体化→予備時効→ 段目時効処理

加工熱処理 溶体化→圧縮加工→時効処理
予備時効後の加工熱処理 溶体化→予備時効→圧縮加工→ 段目時効処理

単純時効処理では，硬さおよび導電率に及ぼす熱処理温度の影響を調査することを目的
として，異なる温度で時効処理を施した．

二段階時効処理では，予備時効の析出組織がその後の最大硬さに及ぼす影響について調
査することを目的として，同一条件での 段目時効処理に対して，異なる条件での予備時
効処理を施した．
加工熱処理では，溶体化→圧縮加工→時効処理のプロセスにて，予ひずみ量が硬さの変

化に及ぼす影響を調査することを目的として，圧縮加工による予ひずみ量を変化させた．
予備時効後の加工熱処理では，溶体化→予備時効→圧縮加工→ 段目時効処理のプロセ

スにて，予備時効および圧縮加工の有無による硬さ変化への影響を調べることを目的とし
て， および と各種条件を統一した．
溶体化処理
全ての試料に対して塩浴中で溶体化処理を用いて行った．塩浴の化学組成は ：
＝ ： とし， ℃の塩浴中に試料を 分間保持した後， ℃の氷水で焼き入れ処理を行
った．
時効熱処理
予備時効温度は，室温 ℃ ， ， ， ， ℃とし， 段目時効処理の温度は ，
， ， ℃とした．室温での時効処理は，溶体化処理を施した試料を ℃の室内に保

持することで行った．また ， ， ， および ℃の予備時効処理はシリコンオイ
ルの油浴中で行った．試料は所定の温度・時間で油浴中に保持し， ℃の氷水に入れて冷却
した後，エタノールで洗浄した．
圧縮加工処理
図Ｉ に圧縮加工の模式図を示す．圧縮加工は，インストロン型試験機（島津製作所，

）を用いて，室温下で，クロスヘッド速度を の条件で行った．圧縮
方向は成型加工材の円筒状の長手方法とした．加えた予ひずみは ， ， ， ％である．
マイクロビッカース硬さ測定
マイクロビッカース硬度計 ， により硬さ測定を行った．成形加工
後の試験片を輪切りにした直系 ，厚さ の円盤状試料を作成し，その表面をエ
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メリー研磨紙で ～ 番まで研磨することで硬さ測定用試料とした．この時の測定
条件は荷重 ，荷重負荷時間 秒とした．測定は 点の硬さを計測し，最大値と最小
値を除外した 点の平均値によりマイクロビッカース硬さとした．
導電率測定
溶質原子と空孔の拡散による導電率の変化をシグマテスター ， センシ
ング＆インスペクション・テクノロジーズ により測定した．導電率測定用の試料は，直系

の引き抜き材を長さ に切断し，その断面をエメリー研磨紙で ～ 番
まで研磨した．溶体化処理後のサンプルは，所定の温度・時間で時効を施したのち，室温下
で導電率を測定した．
透過型電子顕微鏡観察

アルミニウム合金で観察される ゾーンやη’相の寸法は数 ～数十 のオー
ダーであり，これら微細な析出物を観察するために透過型電子顕微鏡 ，

， ，日本電子株式会社 による高分解能観察を用いた．
観察用試料は，以下の手順で作成した．まず円筒状サンプルを切断して厚さ の薄板と
し，所定の溶体化処理，時効処理を施した．続いて ～ 番のエメリー研磨紙で薄板
表面を研磨し，厚さ約 μmの薄膜とした後，直径 の円盤に打ち抜いた．この試料に
対して，テヌポール 金属薄片作成用電解研磨装置・テヌポール 型，丸本ストルアス株式
会社 を用いて，液体窒素で ℃～ ℃に冷却した硝酸メタノール溶液 硝酸：メタノール
＝ ： 中にてツインジェット法による電解研磨を行い 観察用試料とした．

表Ｉ 合金の化学組成 ％

図Ｉ 引抜材と成形加工材

成分 Si Fe Cu Mn Mg Cr Zn Ti Zr Al

A7050 <0.12 <0.15 2.0～
2.6

<0.10 1.9～
2.6

0.04 5.7～
6.7

0.06 0.08～
0.15

Bal.
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単純時効処理 段階時効処理

加工熱処理 予備時効後の加工熱処理

図Ｉ 単純時効処理， 段階時効処理， 加工熱処理， 予備時効後の加工熱処
理の熱加工履歴
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図Ｉ 圧縮加工処理の方法

図Ｉ 硬さ試験片の作成方法

実験結果と考察
単純時効処理による時効析出挙動
本合金は時効の進展にともなう強化相の析出で強度を向上させることが知られている．

時効析出現象は時効温度と密接に関係していることから，時効温度条件によって析出挙動
が変化し，強度の向上を達成できる可能性がある．そこで室温， ℃， ℃および ℃
の時効を施した時効材を作成し，それらの硬さ，導電率および微細組織を調査した．

硬さに及ぼす時効温度の影響
図Ｉ に ℃， ℃， ℃および室温での時効時間に対する硬さの変化を示す．いず

れの時効温度においても析出強化が進み，溶体化直後に比べて時効の進展にともない硬さ
は大幅に上昇することが明らかとなった．最大硬さとなる時効時間は時効条件によって異
なっており， ℃ ℃ ℃の順で早かった．また ℃， ℃および ℃では，最
大硬さは異なっており． ℃ ℃＝ ℃の順で大きくなったが，その硬さの差の絶対値
はわずかであった．本実験では，室温時効の硬さは上昇の途中であり，時効時間 に
おいても未だ最大硬さには至っていない．
またこのことから，最高硬さでの析出密度は ℃ ℃ ℃であると考えられる．異

なる時効温度条件による著しい硬さの向上は見られなかった．

導電率に及ぼす時効温度の影響
図Ｉ に ℃， ℃， ℃，室温での時効時間に対する導電率の変化を示す．いずれ

の時効温度においても，溶体化直後に比べて時効の進展にともない導電率は大幅に低下す
ることが明らかとなった．しかし時効温度によって導電率の減少量に差が認められ， ℃
と ℃では ％ ， ℃と室温の時は ％ 程度であった．導電率が最小値を迎
えるまでの時間は，時効条件全てで異なっており， ℃， ℃， ℃，室温の順で早か
った．また最小値となった後増加に転じる傾向にも差が生じ， ℃， ℃では明らかに
増加が認められるのに対し， ℃では極めて緩やかに増加しており，また室温ではほとんど

- 22 -



変化していないことがわかる．母相内の溶質原子の減少によって導電率は増加することか
ら， ℃ の時間， ℃ の時効温度から，析出物の生成があったと考えらえる．

図Ｉ 異なる時効温度での時効時間に対するマイクロビッカース硬さ変化

図Ｉ 異なる時効温度での時効時間に対する導電率変化

単純時効処理による微細組織
図Ｉ に 0℃× 時効材の高分解能像の析出組織を示す．尚，低倍率の観察像なら

びに回折像にはη’相の析出を示すコントラスト，回折スポットが観察された（ ら
）．球状ならびに棒状の析出物のコントラスト，さらに 面に沿った層状のコントラ

ストが多数観察され，棒状のコントラスト像は長軸が ～ ，厚さが ～ 程度，
比較して大きな球状コントラストの直径は ～ 程度，やや小さめの球状コントラスト
の直径は 程度，｛ ｝に沿った層状コントラストの長さは ～ 程度であった．ま

硬
さ

時効時間

150℃

120℃

60℃
RT

導
電
率

％

時効時間

150℃

120℃

60℃

RT
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た，析出物の数密度を表Ｉ に示す．

図Ｉ ℃× で観察された析出相： η’相とＧＰ ， ゾーン

表Ｉ ℃ で時効した微細組織の析出物の数密度

予備時効温度が二段階時効の析出組織と硬さに及ぼす影響
図Ｉ の室温から ℃までの単一温度での熱処理条件では， ℃の最大硬さを上回る

ことは無かった．以下で 段階時効処理についての検討を行った．

予備時効条件での析出組織
図Ｉ に示す異なる時効温度での硬さと導電率の推移から，導電率が最小値となる時

効時間ではおおよそ同一の硬さとなることが明らかとなった．この硬さはピーク硬さの半

球状析出物 全ての析出物のコントラスト
数密度 3.405 × 1023 4.852 × 1023
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分程度であり，さらに時効が進むにつれて導電率が上昇することから，時効材の組織では高
密度な ゾーンの生成とともにη‘が核生成していることが期待される．そこで本実験で
は， ℃× ， ℃× ， ℃× および × を予備時効条件とした．
ここで，時効温度が析出組織に与える影響を調査する為，導電率が最小値となる異なる温度
での時効条件について 観察を行った．
図Ｉ に ℃で 時効した試料の 組織を示す．入射方向が の時，層状

組織が に細かく生成している様子が観察された．これらの層状組織の大きさを測ると，
長さは約 ～ であった．また球状と棒状コントラストも観察され，それら寸法は球状
で直径 ～ 程度，棒状で長軸 程度，厚さ 程度であった．
図Ｉ に ℃で 時効した試料の 組織を示す．入射方向 の明視野像に

て大小 種類の球状コントラストが観察され，小さいもので直径 程度，大きいもので
直径 ～ 程度の寸法であった．また球状析出物とは別に と平行な棒状コント
ラストは，厚さ 長さ 程度，格子像から ～ 原子層分の厚さであった．
図Ｉ に室温で 時効した試料の 組織を示す．入射方向が の時，全体

にまばらな黒点が確認され，これらの球状コントラストの直径は ～ であった．
らは ， および の合金組

成の試料において，室温および ℃の時効処理を施すことで，球状の Ⅰ が生成する
ことを報告している． らは ， アルミニウム合金の ℃時効において，η’相は
｛ ｝面に析出する板状析出物であることを報告している． らは，

合金を ℃で溶体化後， ℃の予備時効と ℃の 段目時効を施
すことで，室温から ～ ℃の温度範囲では Ⅰ ， ℃以上では Ⅱ が生成する
と述べている ．これらを踏まえ，本研究の各時効条件で観察された析出相の種別を表Ｉ
にまとめた．

表Ｉ ℃ ， ℃ ， の予備時効での析出物
時効条件 析出物および生成物
℃ η’相の析出核（棒状：長軸 程度，厚さ 程度）

Ⅱ ゾーン（層状： ～
℃ η’相（棒状：長軸 ～ ，厚さ ～ ）

Ⅰ ゾーン 直径： ～
Ⅱ ゾーン（層状：長さ ～ ）

℃ η’相の析出核（棒状：長さ 程度，厚さ 程度）
Ⅰ ゾーン 球状：直径 程度
Ⅱ ゾーン（層状）
Ⅰ ゾーン 球状：直径 ～
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図Ｉ ℃× で観察された析出組織

図Ｉ ℃× で観察された析出組織

図Ｉ 室温時効（ ）で観察された析出組織
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異なる予備時効温度での二段階時効による硬さ変化
異なる予備時効温度で Ⅰ ゾーン，｛ ｝ （ ）もしくはη‘の前駆体を微細に生成

することができれば，その後の ℃での 段目時効処理によって高密度なη’相の生成な
らびに強度の向上が期待される．従って，異なる予備時効温度が 段目時効の硬さに及ぼ
す影響を調査した．図Ｉ に ℃， ℃， ℃， ℃及び室温で予備時効材をした後
の， ℃の時効時間に対する硬さ変化を示す．いずれの時効温度でも，時効に伴い硬さが
上昇し，最大硬さは ～ となった．予備時効温度によって最大硬さは異なり，予
備時効温度 ℃＞ ℃＝室温＞ ℃＞ ℃の順で高くなった．図Ｉ に 段目時効時
の最大硬さを迎える時効時間と予備時効温度の関係を示す．最大硬さとなる時効時間も予
備時効温度によって異なり， ℃＝ ℃＜ ℃＜＜ ℃＜室温の順で時効時間に差が生
じ， ～ ℃で析出を促進するようなＣ曲線を呈した．また， ℃， ℃および室温では
段目時効に伴う硬さの軟化が確認され，高密なＧＰゾーンの回復挙動と思われる． 段目

時効と同じ ℃での予備時効で最大硬さが最も高いことから，室温で微細高密に生成した
Ⅰ ゾーンは 段目時効の強度向上には寄与しなかったと推察される．単純時効材と比

較して，最大硬さに著しい向上は見られず，期待した効果を得ることは出来なかった．

図Ｉ 予備時効温度が ℃の 段目時効挙動に及ぼす影響

図Ｉ 予備時効温度と 段目時効時間の関係

予
備
時
効
温
度

℃

最大硬さとなる 段目時効時間
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予備時効後の予ひずみ加工による 段階時効熱処理
図Ｉ の結果より， 段階時効のみでは最大硬さの向上は見られないことが分かった．

以降では，予ひずみの加工熱処理プロセスに着目し，転位と析出物の複合的な強化による硬
さ向上について検討を行った．

予備時効後の加工熱処理の硬さ変化に及ぼす予備時効条件の影響
予備時効の温度条件によって生成するＧＰゾーンの種別が異なることは既に述べた．異

なる温度で熱処理した予備時効材について所定の予ひずみと 段目時効処理を施すことで，
硬さ変化に及ぼす予備時効温度の影響を調査した． 図Ｉ に ℃ ， ℃ ，
℃ および の予備時効材について， ％の予ひずみ加工と ℃の 段

目時効をした際の硬さ変化を示す．予備時効条件の違いによる加工直後 の硬さの変
化は見られなかった．またいずれの予備時効条件においても，時効に伴い硬さが一度低下し，
その後増加に転じる傾向が明らかとなった．ここで，硬さの減少量は予備時効条件によって
異なっており， ℃ ℃ ℃ の順で大きく減少す
る．また 段目時効時の最大硬さも予備時効温度に影響されており， ℃ ℃ ℃

の順で硬さに差がみられ， ℃ での予備時効が硬さを向上させることが分か
った．予ひずみを加えない 段階時効材との比較例を図Ｉ に示す．予ひずみを導入する
ことで最大硬さが増加するとともに，ピーク時効に至る時間は約 倍短縮されており，予
ひずみが時効時間を大幅に短縮する効果が明らかとなった．

図Ｉ 予備時効後の予ひずみ加工による 段目時効の硬さと予備時効温度の関係

硬
さ

段目時効時間

150℃(5min)→圧縮(15%)→120℃
120℃(6min)→圧縮(15%)→120℃
60℃(24hr)→圧縮(15%)→120℃
RT(175hr)→圧縮(15%)→120℃
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図Ｉ 予備時効後の予ひずみ加工が 段階時効の硬さ変化に及ぼす影響

予備時効後の加工熱処理の硬さ変化に及ぼす予ひずみ量の影響
予備時効と予ひずみ加工の条件を同一として，異なる温度で 段目時効を施すことで，
段目時効温度が硬さ変化に及ぼす影響を調査した．図Ｉ に， ℃× の予備時効

後に ％の予ひずみを加えた予備時効材について， ℃， ℃， ℃の異なる温度で
段目時効した際の硬さ変化を示す．いずれの 段目時効温度においても，時効初期に硬さ
が一旦低下し，その後増加に転じる傾向が見られた．ここで，最大硬さは 段目時効を低温
とすることで硬さが増大した．また軟化量も 段目時効温度が低下することで抑制されて
いた．図Ｉ に ℃× の予備時効条件および ℃の 段目時効条件を一定とした
際の予ひずみ加工の影響を示す．図Ｉ と図Ｉ を比較すると，ひずみ加工の有無によ
る最大硬さの変化は， 段目時効温度に依って異なり，高温の時効は減少傾向に推移した．
また，ひずみ加工の有無による最大硬さの時効時間の変化は， 段目時効温度に依って異な
り，高温の時効は短時間側に推移した．従って，図Ｉ にて，軟化・硬化がいずれも短時
間側に推移する原因は，２段目時効温度の上昇による析出現象の促進と考えられる．

図Ｉ ℃ での予備時効処理と ％のひずみ加工処理を施した試料の ℃，
℃， ℃での 段目時効時間に対するマイクロビッカース硬さ変化

硬
さ

[H
v]

2段目時効時間

120℃(6min)→加工 ひずみ ％)→120℃
120℃(6min)→加工 ひずみ ％)→100℃
120℃(6min)→加工 ひずみ ％)→80℃
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図Ｉ ℃ での予備時効処理材にひずみ加工処理を施した試料と施さない試料
の 段目時効時間に対するマイクロビッカース硬さ変化

予備時効後の加工熱処理の硬さ変化に及ぼす二段目時効条件の影響
図Ｉ の結果から，予備時効後の加工熱処理プロセスでは， ℃での予備時効と ℃

の 段目時効の条件で，最大硬さが上昇することが分かった．ここでは，予備時効と二段目
時効の条件を一定として，予ひずみ量が 段目時効の硬さ変化に及ぼす影響を調査した．
図Ｉ に，予備時効後に予ひずみ加工した試料の 段目時効による硬さ変化を示す．予ひ
ずみの増加によって， 段目時効の最大硬さの増加と時効時間の短縮効果が顕著であり，加
工直後の初期硬さはＧＰゾーンと転位強化による複合的な強化が働いていると考えられる．
つまり，時効初期の硬さが一様となる時間帯では，その強度レベルを転位組織が担っており
予ひずみ量に比例する．また，時効の進展に伴ってη‘の析出密度が増加することで，その
後の強度増加が見込まれることとなる．

図Ｉ 予備時効後の予ひずみが 段目時効の硬さ変化に及ぼす影響

図Ｉ に，予ひずみ量と加工直後の硬さ，および 段目時効の最大硬さの関係を示す．
予ひずみ量の増加とともに強度レベルが増加するのは転位強化と析出強化の複合効果であ

硬
さ

段目時効時間

120℃(6min)→圧縮(15%)→80℃
120℃(6min)→80℃

硬
さ

段目時効時間

120℃(6min)→圧縮(85%)→80℃
120℃(6min)→圧縮(65%)→80℃
120℃(6min)→圧縮(45%)→80℃
120℃(6min)→圧縮(15%)→80℃
120℃(6min)→80℃
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る．予ひずみ ％の条件で，予備時効後のＧＰゾーンによる初期硬さと 段目時効によるη
‘による最大硬さの差が極めて大きく，また初期硬さと時効による最大硬さの差が予ひずみ
量の増加とともに減少しているように見えるのは，析出の微細分散組織は大きく変化せず
にピン止め効果が転位組織の変化に大きく依存することに起因する為である．

図Ｉ ℃ の予備時効後の加工熱処理にて， ％， ％， ％， ％および
％の与ひずみに対する加工直後の初期硬さと ℃の 段目時効時の最大硬さ

加工熱処理の硬さ変化に及ぼす予ひずみ加工の影響
図Ｉ に予ひずみを加えた後に ℃での時効を施した際の硬さ変化を示す．予ひず

みの増加とともに最大硬さが上昇し，時効時間が短縮される傾向は予備時効材と同様であ
るが，予ひずみ ％では時効初期から緩やかに硬さが増加するなど，予備時効材との違い
がみられる．また後述するように最大硬さと時効時間の短縮効果は予備時効材で顕著であ
った．

図Ｉ 非予備時効材に ％， ％， ％， ％および ％のひずみ加工処理を施した
試料の ℃での 段目時効時間に対する硬さ変化

これは図Ｉ に示すように，予ひずみ加工後の初期硬さに起因している．予ひずみ加工

硬
さ

与ひずみ ％

段目時効時の最大硬さ
加工直後の初期硬さ

硬
さ

段目時効時間

圧縮 ひずみ ％)→80℃
圧縮 ひずみ ％)→80℃
圧縮 ひずみ ％)→80℃
圧縮 ひずみ ％)→80℃
80℃
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直後の初期硬さは，予ひずみに対して放物線的に増加しており，これは溶体化された固溶体
合金の加工硬化である．予備時効によって析出相を含む合金を塑性変形させた図Ｉ と比
較すると，同じ予ひずみ量で導入された転位密度に違いが生じた結果と考えられる．

図Ｉ 非予備時効材の加工熱処理にて， ％， ％， ％， ％および ％の与ひず
みに対する加工直後の初期硬さと 段目時効時の最大硬さ

以上の予備時効材と非予備時効材の硬さ変化について，予ひずみ ％に着目した結果を図
Ｉ に示す．いずれも同じ ％の予ひずみ量であるが，予備時効材で明らかに最大硬さ
の上昇と時効時間の短縮効果が顕著となった．

図Ｉ 予備時効材と非予備時効材の 段目時効による硬さ変化

予ひずみ導入直後の転位組織の透過型電子顕微鏡観察
これまでの結果から， ℃× の予備時効と予ひずみ加工が 段目時効の最大硬さ

の増加と時効時間の短縮に効果的であることが明らかとなった．また，予備時効と非予備時
効材では予ひずみ加工直後の硬さに大きな差が生じており，同じ予ひずみ量でも転位組織
に違いがあると予想される．

硬
さ

与ひずみ ％

段目時効中の最大硬さ
加工後の初期硬さ

硬
さ

段目時効時間

120℃(6min)→圧縮(85%)→80℃

圧縮(85%)→80℃
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図Ｉ に ％の予ひずみ導入直後の非予備時効材と予備時効材の 暗視野像を
示す．いずれも同様なコントラストとなるような膜厚と回折条件で撮像している．また，図
Ｉ の画像解析により転位の総長さを計測して算出した転位密度を表Ｉ に示す．図Ｉ

から明らかなように予備時効材では曲率半径のより小さな転位が多く観察されており，
また暗視野像においても転位セグメント上に微細な白い輝点が分布している様子が観察さ
れ，ＧＰゾーンやη‘の析出核と思われる．また，転位線を挟んだ領域で暗視野像にコント
ラストが確認できることから転位のせん断によって局所の変形勾配が結晶方位差として観
察されたと考えられる．以上より，予備時効によって生成した微細な析出相が予ひずみ加工
による転位密度と転位の曲率半径に大きく影響を及ぼしていることから，その後の析出強
化と転位強化の相乗効果によって強度レベルが大きく増加したものと考えられる．

表Ｉ 予備時効材と非予備時効材の転位密度（予ひずみ ％）
非予備時効材 予備時効材

転位密度 [/𝑚𝑚2] 6.324 × 1014 8.215 × 1014

図Ｉ 溶体化後に予ひずみ加工した試料のＴＥＭ暗視野像（予ひずみ ％）

図Ｉ 予備時効後に予ひずみ加工した試料のＴＥＭ暗視野像（予ひずみ ％）
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図Ｉ 画像解析で判別した転位線

析出強化と転位強化に及ぼす予備時効の効果
前節の 観察の結果では，予備時効材後に予ひずみ加工を行うことで転位が密に導入

されることが明らかとなった．また予備時効の有無によって結晶方位差による回折コント
ラストに差が生じ微弱な明暗の模様となって観察されている．従って，予備時効材で転位間
の間隔が密であり，またせん断による変形勾配も急峻であるといえる．
さらに，予ひずみ量の増加にともなって，予備時効材で最大硬さの増加と時効時間の短縮

効果が顕著であり，予備時効後の予ひずみ加工でより多くの転位が導入されたと考えて間
違いない．転位密度が増大する要因は， ゾーンの初期組織が予ひずみ加工のせん断抵抗
となって転位のピン止め効果と加工硬化に有効に働いたためと考えられる
図Ｉ ，図Ｉ より，加工直後の初期硬さと比較して，その後の 段目時効の析出強

化によって最大硬さが増大し，その効果は予備時効材で顕著であった．また予ひずみ量が増
加することで，初期硬さから最大硬さまでの増加量の幅が減少する傾向にあることが分か
った．予ひずみ導入後の 段目時効の硬さ増分は，転位が存在する状況下での析出強化で
あるため，析出物と転位の複合的な強化と考えられる．しかし加工直後の初期硬さと比較し
た最大硬さの増分にて，転位強化と析出強化のどちらが支配的であるかを判別することは
難しいが，転位と析出物をピン止め点と考える場合には以下のような議論が成り立つ．
一般的に，マイクロビッカース硬さ 𝐻𝐻𝑣𝑣 と降伏応力 𝜎𝜎𝑦𝑦)の間には，以下のような比例

関係が成り立つことが知られている ．
𝜎𝜎𝑦𝑦 = 𝑐𝑐𝐻𝐻𝑣𝑣 (1)

また，多結晶の降伏応力 𝜎𝜎𝑦𝑦 と分解せん断応力 𝜏𝜏𝑦𝑦)には以下の関係が成り立つ ．
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𝜏𝜏𝑦𝑦 =
𝜎𝜎𝑦𝑦
𝑀𝑀 (2)

ここで𝑀𝑀は 因子である ．ピーク時効の析出物が降伏時に容易にはせん断でき
ない強い障害物に分類されるとすれば，転位の張出し間隔 𝜆𝜆は，析出物と林立転位からなる
障害物の平均間隔とみなされ，せん断応力はオロワンの式に従う ．

𝜏𝜏𝑚𝑚 = 𝜏𝜏0 +
𝛼𝛼𝐺𝐺𝐺𝐺
𝜆𝜆 (3)

𝐺𝐺は剛性率 ，𝐺𝐺はバーガースベクトルの大きさ 2.86 × 10−10𝑚𝑚)である．これら障害
物がピン止め点として働く場合，障害物の平均間隔 〈𝐿𝐿〉 は，単位面積当たりの障害物の数
の足し算の形で表されるであろう ．

1
𝜆𝜆 ≈

1
〈𝐿𝐿〉 = √1𝛽𝛽 (

1
𝐿𝐿𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑𝑑2 + 1

𝐿𝐿𝐴𝐴2
) (4)

ここで，（ ）式は転位の曲率を与えるもので，
弱い障害物が混在した場合でも転位と障害物
Ａの局所での曲率の平均を用いるのが適切と
考えられる．そのような補正の為に係数𝛽𝛽を用
いた．図Ｉ に示す非予備時効材について，
（ ）（ ）式から強化量を算出した結果を図Ｉ

に示す．ここで非予備時効材の初期硬さ転
位強化， 段目時効後の最大硬さは転位強化と
η‘相の析出強化であり，固溶強化や結晶粒微
細化は一定量とみなされる．（ ）式の障害物間
隔は析出物の数密度（表Ｉ ： × ）なら
びに転位密度（表Ｉ ： × ）の実測値か
ら算出し，補正係数はα ，α の値
を用いた．転位密度は予ひずみに比例して増加
すると仮定したが，初期硬さと 段目時効後の
最大硬さの予測値は，実験結果とよく一致しているように見える．一方，図Ｉ に示す予
備時効材では，予備時効後の初期硬さはＧＰゾーンの析出強化であり， 式をそのまま適
用できない． 段目時効後の最大硬さについて，η’相の析出分布に変化はなく，転位密度の
違いが最大硬さに影響すると仮定すると，予備時効材の転位密度（表Ｉ ： × ）から
算出した最大硬さは，図Ｉ の点線となり，予備時効材の硬さ増分は，予ひずみ加工の転
位密度の増分に起因するとして間違いないように思われる．

予備時効材や非予備時効材の転位密度の差について，塑性変形仕事 の観点で考察し

図 非予備時効材と予備時効材の
最大硬さの予測値

硬
さ

予ひずみ量

非予備時効材の初期硬さ
非予備時効材の最大硬さ
予備時効材の最大硬さ
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てみる．塑性変形仕事は外力と塑性ひずみの積で以下のように表される．
𝑊𝑊 𝑊 (𝜎𝜎0 + 𝜎𝜎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖)𝜀𝜀∗ (5)

𝜎𝜎0を外部応力，𝜎𝜎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖は内部応力，𝜀𝜀∗は塑性ひずみである．転位と析出物に起因する内部応
力𝜎𝜎𝑑𝑑 𝜎𝜎𝑝𝑝は，それぞれの分布状況に依存した場所の関数として以下に表される．

𝜎𝜎𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖𝑖 𝑊 𝜎𝜎𝑑𝑑 + 𝜎𝜎𝑝𝑝 (6)
ここで，予ひずみを加えるタイミングでは，予備時効材ではＧＰゾーンによる内部応力𝜎𝜎𝑝𝑝

が発生しており，予備時効材の塑性変形には大きな外力が必要とされる．これは，曲率半径
の小さく，高密度な転位組織が予備時効材で形成されることを意味する．また，予備時効材
と非予備時効材でη‘の析出密度が変わらないとすれば，導入された転位密度が内部応力を
左右することとなり，（ ）式に従った析出物と転位の複合強化となる．これは析出強化と転
位強化の強化量が単純な足し算ではないことを意味している．

予備時効処理による硬さの増分に相当する予ひずみ量
予ひずみ加工のタイミングによって導入さ

れる転位密度が異なり，最終的な析出強化と
転位強化の強度レベルを決定することが分か
った．本プロセスは，予備時効を前処理とす
ることで，少ない予ひずみ量で高強度化が見
込まれる利点がある．そこで本節では，予備
時効プロセスによる強度増分に相当する予ひ
ずみ量を考察した．
図Ｉ に示すように，予備時効後に予ひ

ずみ加工した試料を，再び外力を加えて塑性
変形させた状況を考える．明らかに変形試料
の降伏応力は，塑性ひずみに依存して増加す
るであろう．図Ｉ に非予備時効材と予備
時効材の予ひずみ量に対する最大硬さを示
す．図に示すように，非予備時効材と予備時
効材の硬さの傾きを一定と近似した場合，予
備時効材の硬さ増分に相当する予ひずみ量は
約 ％に相当することが分かった．

結言
本研究では， 加工熱処理による転位強化と析出強化の複合的な効果を得ることを目的と

した アルミニウム合金の析出組織制御に取り組み，２段時効プロセスにおいて予ひず

図Ｉ 初期ひずみと応力ひずみ線図

図Ｉ 非予備時効材 青線 と予備時
効材 赤線 の最大硬さと予ひずみ
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みを加えるタイミングと予ひずみ量が最大硬さに及ぼす影響を調査した．以下に得られた
結果を示す．

単純時効材では，室温から～ ℃の時効条件下での最大硬さの差はわずかであり，ピ
ーク時効での析出密度には大きな差が無いと考えられる．また導電率は，いずれの時効
温度でも時効初期に大幅に低下した後に増加する傾向が明らかとなり，導電率の増加
するタイミングをη’の核生成に対応するとして，室温 ， ℃ ， ℃

， ℃ ， ℃ を予備時効の条件に選定した．

異なる温度での予備時効の後に， ％の予ひずみ加工と ℃での 段目時効処理を
施すと，いずれの予備時効条件でも，時効の進展に伴い硬さが一度低下する軟化が観察
され，その後増加に転じた．ここで，低温度の予備時効条件で軟化量が増大することか
ら， Ⅰ ゾーンが支配的な予備時効条件で軟化しやすいと考えられる．また予ひず
み加工によって 段目時効の硬さ曲線が短時間側に推移し，その差はおよそ 倍程度
であった．

℃× の予備時効の後に ％の予ひずみを付与した加工処理材について， 段
目時効の熱処理温度を変化させたところ， ℃の低温で 段目時効を行うことで最大
硬さが増加すること，また 段目時効初期の軟化量も抑制されることが明らかとなっ
た．

予備時効（ × ）と 段目時効温度（ ℃）の条件を一定として，予ひずみ加工
量が最大硬さに及ぼす影響を調査した結果，予備時効後の予ひずみ量の増加とともに
段目時効の最大硬さは増大し，また最大硬さに至るまでの時効時間が短縮された．非予
備時効材と比較して，予備時効材で最大硬さの増加と時効時間の短縮の効果が顕著で
あり，これは予備時効後の析出組織に予ひずみ加工することで，より多くの転位が導入
された結果と結論される．

以上のように，予備時効後の加工熱処理プロセスでは，析出強化と転位強化の相乗効果に
よる最大硬さの増大，導入された転位組織による時効時間の短縮などの優れた特徴が明ら
かとなった．また，予備時効を経由しないプロセスと比較して，より低い予ひずみで同様な
効果が期待できる点で，今後の加工熱処理プロセスへの応用が期待される．
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研究成果 Ⅱ



研究成果 合金への予備時効後の加工熱処理プロセスの適用

はじめに
研究成果Ｉにおいて，短時間の予備時効後に加工熱処理を施すことで，Ａ 合金の最

大強度の増加，ならびに時効時間が大幅に短縮できるという，プロセス上有用な知見が得ら
れた．これは、微細なＧＰゾーンの初期組織が予ひずみ加工の転位密度を増大することで，
析出強化と転位強化が両立され、溶質原子の拡散速度が促進されることで説明される．
本研究が見出した予備時効後の加工熱処理プロセスの有用性を検証することを目的とし

て，改良型合金であるＤ Ｋ 合金について同様な加工熱処理を施し，析出硬化への影響を
検討した．また，研究成果Ｉでは硬さを指標とした強度の上昇を議論したが，実用材におい
ては「延性」や「靭性」の指標で材料の信頼性を評価する必要がある．
研究成果 では，Ｄ Ｋ 合金の析出挙動と強度に及ぼす予備時効後の予ひずみ加工プ

ロセスの効果に着目し，特に圧縮試験の応力ひずみ線図から，延性を含めた力学特性と析出
強化の系統的な調査を行った．

実験方法
本研究では， 引抜材（ 株式会社より提供）を供試材とした．円筒状試料を硬

さ測定用試料として用いるために直径約 ， 厚さ の円盤に切り出した．また，直
径 ， 長さ約 の円柱に切り出した試料を圧縮加工用試料とした．また所定の熱
加工処理を行った円柱状試料の中心部から切り出した底面積が約 mm2の正方形，高さ

の直方体状試料を塑性ひずみ測定用試料とした． の化学組成を表 に示す．

表 合金の化学組成

成分

残部

熱処理条件
溶体化処理は，全ての試料に対して化学組成KNO3：NaNO3 ： である塩浴を用いて

行った． ℃の塩浴中に試料を 分間保持した後， ℃の氷水で焼入れ処理を行った．
また本実験では圧縮加工処理と時効熱処理を組み合わせることで以下に示す 種類の熱加
工処理を行った．

（ ）単純時効処理 溶体化処理→時効処理
（ ） 段階時効処理 溶体化処理→予備時効→ 段目時効処理
（ ）加工熱処理 溶体化処理→圧縮加工→ 段目時効処理
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（ ）予備時効後の加工熱処理 溶体化処理→予備時効→圧縮加工→ 段目時効処理

（ ）単純時効処理では ℃と ℃の 種類の溶体化処理温度を施した試料の ℃で
の時効硬化曲線を測定することで，高強度化において適切な溶体化処理温度を決定するこ
とを目的とした．
（ ） 段階時効処理では予備時効の有無が単純時効処理の時効硬化にもたらす影響を調査
することを目的とした．
（ ）加工熱処理では，圧縮加工により導入されたひずみが非予備時効材の時効硬化や延性
にもたらす影響について調査することを目的とした．時効硬化曲線測定用試料には ，

， ，そして のひずみを導入した．
（ ）予備時効後の加工熱処理では，圧縮加工により導入されたひずみによる転位強化と予
備時効による析出強化が時効硬化や延性に与える影響について調査することを目的とした．
時効硬化曲線測定用試料には ， ， ，そして のひずみを導入した．

なお，本実験では時効処理は全て ℃の時効温度で行った．

圧縮試験
予ひずみ加工と破断ひずみの測定を目的として圧縮試験を行った．圧縮試験はインスト

ロン型試験機（島津製作所 ）により室温下で行った．荷重負荷方向は円柱状試
料，直方体状試料の長手方向とし，ひずみ速度が同一となるようにクロスヘッド速度を調整
し，円柱状試料では ，直方体試料では とした．

その他，電子顕微鏡観察，硬さ試験等の実験条件や手法は、研究成果Ｉで述べたとおりで
あり、ここでは詳細を割愛する．

実験結果と考察
単純時効処理に及ぼす溶体化処理温度の影響
図 に ℃の時効温度における溶体化処理温度が ℃の場合と ℃の場合の時効
時間に対するマイクロビッカース硬さの変化を示す．最初の測定点を除くと，溶体化処理温
度が ℃の場合の方が大きな硬さを示したことが分かる．最大硬さに達するまでの時間に
は変化が見られず，どちらの場合も 時間で最大硬さに達した．また最大硬さは ℃の
場合では ， ℃の場合では となった．また図 に と
の ℃の時効温度における時効時間に対するマイクロビッカース硬さの変化を示す．な
お， の溶体化処理は ℃で 分行ったものである． は最大硬さに達するま
でに よりも長い時間がかかり， 時間を要した．また最大硬さも よりも
小さくなっており， であった．以降の結果は全て ℃の溶体化処理を用いるこ
ととする．
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図 ℃の時効硬化曲線におよぼす溶体化処理温度の影響

図 及び の ℃における時効硬化曲線

時効時間の異なる単純時効材の降伏直後の転位組織観察

Ａ 合金の研究成果Ｉの結果より，短時間でも予備時効を施した後に予ひずみ加工を
施すことで，より多くの転位が導入され強度が増加することが明らかとなった．そこで

の降伏直後の転位組織を明らかとすることを目的として，溶体化まま，予備時効材
（ ℃ 分），単純時効のピーク時効材（120℃）に対して 観察を行った．図 ～

に各熱処理条件における 観察結果を示す．
溶体化まま材 図 ，120℃6 分の予備時効材 図 では，直径約 の球状の

硬
さ

時効時間

475℃30min→120℃
465℃30min→120℃

硬
さ

時効時間
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析出組織が観察された．これら球状組織は時効温度 120℃の単純時効によるピーク時効材で
は観察されなかった．また析出物をピン止め点とする半円状に張り出す転位も多く観察さ
れており，ピーク時効材では明らかに転位の曲率半径の小さな箇所が存在することが見て
取れる．このような視点で溶体化処理材 図 ，予備時効材（図 ）を比較すると，予
備時効材では大きく張り出した転位セグメントは一様ではなく，局所でピン止めされてい
るようにも見える．

図 溶体化まま材の析出組織と転位組織

図 予備時効材（ ℃ ）の析出組織と転位組織

- 42 -



図 単純時効のピーク時効材（ ℃ 時間）の析出組織と転位組織

非予備時効材の予ひずみ量と時効硬化の関係
図 に，溶体化後に予ひずみ（ ， ， ， ， ）を加えた非予備

時効材の ℃の時効曲線を示す．予ひずみを加えることで，時効初期の ～ 分で硬さが
一時的に減少した後に硬さが上昇すること，また予ひずみ量の増加にともない最大硬さが
増加すること，最大硬さに要する時効時間が短時間側に推移することが明らかである．図
に予ひずみ加工後の初期硬さと時効による最大硬さの関係を示す．予ひずみの増加に対し

て最大硬さの上昇が見て取れる．

図 非予備時効材の 段目時効における硬さの推移

硬
さ

段目時効時間

Strain8.70%→120℃
Strain14.5%→120℃
Strain25.0%→120℃
Strain30.2%→120℃
Strain0%→120℃
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図 非予備時効材の予ひずみ加工後の初期硬さと最大硬さの関係

予備時効材の予ひずみ量と時効硬化の関係
図 に，予備時効処後（ ℃ ）に予ひずみ加工（ ， ， ， ，

および ）を加えた試料の， ℃での 段目時効の硬さ変化を示す．非予備時効材
で観察された時効初期の軟化挙動は予備時効材では観察されなかった．予ひずみの増加に
ともない，最大硬さが増加するとともに，時効時間が短時間側に推移することがわかる．図

に予ひずみ導入後の初期硬さと 段目時効による最大硬さの関係を示す．非予備時効
材に比べて，予備時効により同じ予ひずみ量の初期硬さが増加していること，また予ひずみ
量が低いにもかかわらず，強度上昇の効果が表れていることが分かる．

硬
さ

予ひずみ量

加工直後の初期硬さ

最大硬さ

図 予備時効材の ℃における 段目時効の硬さ変化

硬
さ

段目時効時間

120℃6min→Strain5.10%→120℃
120℃6min→Strain9.04%→120℃
120℃6min→Strain15.3%→120℃
120℃6min→Strain18.3%→120℃
120℃6min→Strain0%→120℃
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溶体化処理材，予備時効材，ピーク時効材の延性
前述のように，硬さ試験のみでは予ひずみ加工が延性や靭性に及ぼす影響を推し量るこ

とはできない．従って，本研究では熱処理後に圧縮試験を行うことで，破断に到るまでの塑
性ひずみを算出し，延性と靭性を評価した．まず，単純時効の熱処理条件として，溶体化ま
ま， ℃× 予備時効条件）， ℃× （ピーク時効条件）の応力ひずみ曲線図を．
図 に示す．ピーク時効材の硬さと 耐力の関係を図 に，破断ひずみと
耐力の関係を図 に示す． 図に示すように，予備時効材は溶体化処理材よりも 耐
力は高い値となったが，破断に至るまでの塑性ひずみは減少することが分かる．これは

℃ 分の予備時効により ゾーンの形成初期段階であることが原因であると考えた．
原因の詳細については考察 で述べる．またピーク時効材は溶体化処理材よりも優れた

図 ℃における単純時効の熱処理時間と応力ひずみ線図

応
力

ひずみ

475℃30min→120℃96h
475℃30min
475℃30min→120℃6min

図 予備時効材の予ひずみ加工後の初期硬さと最大硬さの関係

硬
さ

予ひずみ量

加工直後の初期硬さ
段目時効中の最大硬さ

- 45 -



強度と延性を示した．特に応力ひずみ線図の最大応力に注目すると，ピーク時効材の最大応
力は となっており，非常に高い強度であることが分かった．

非予備時効材の延性に及ぼす時効時間の影響
次に，圧縮加工によって転位を導入した非予備時効材の延性が時効の進展に伴い，どのよ

うに変化するのかを調査することを目的として実験を行なった．図 に圧縮加工処理で
ひずみ ％を加え， ℃で 分， 時間， 時間の時効処理を施した非予備時効材の

図 時効時間の異なる単純時効材の 耐力と硬さの関係

図 時効時間の異なる単純時効材の破断ひずみと 耐力の関係

耐
力

硬さ

475℃30min→120℃96h（ピーク時効）
475℃30min（溶体化処理材）
475℃30min→120℃6min（予備時効材）

耐
力

破断ひずみ

475℃30min→120℃96h（ピーク時効）

475℃30min（溶体化処理材）

475℃30min→120℃6min（予備時効材）
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応力ひずみ線図を示す．また図 ， に応力ひずみ線図から算出した 耐力，塑
性ひずみの時効時間に対する変化を示す．亜時効状態である ℃ 分の時効処理を施し
た非予備時効材は 耐力が ，塑性ひずみが という値を示した．ピーク時
効状態である ℃６時間の時効処理を施した非予備時効材は 耐力が ，塑性
ひずみが という値を示し，亜時効状態と比較すると強度だけではなく，延性も向上し
ていることが判明した．過時効状態である ℃× 時間の時効処理を施した非予備時効
材は 耐力が ，塑性ひずみが という値を示した．ピーク時効状態と比較
すると強度は低下したが，延性はさらに向上していることが判明した．図 からも時効
が進むにつれて延性は向上していくことが分かる．従って，非予備時効材の予ひずみによっ

図 ℃の非予備時効材に のひずみ加工処理を施し， ℃で ， ，
の時効処理を施した試料の応力ひずみ線図

図 の予ひずみ加工を施した非予備時効材の ％耐力と時効時間の関係

応
力

ひずみ

Strain30%→120℃48hour（過時効）
Strain30%→120℃10min（亜時効）
Strain30%→120℃6hour（ピーク時効）

耐
力

時効時間
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て導入された転位が，その後の時効処理によって回復したと考えられる．亜時効状態と過時
効状態を比較すると，強度と延性は共に過時効状態の方が優れていることが判明した．

予備時効材の延性に及ぼす 段目時効時間の影響
図 に，予備時効材の応力ひずみ線図を示す．ここで， ℃× の予備時効後の

予ひずみ ％は共通条件として， 段目の時効時間のみを変化させている（ ℃× ，
， ， ）．また， 段目時効の時間と 耐力，塑性ひずみの関係を図 ，
に示す．これら図より，亜時効状態からピーク時効状態にかけて，強度の増加と延性

の回復が明らかである． ℃× 分の 段目時効を施した予備時効材では， 耐力が

図 の予ひずみ加工を施した非予備時効材の破断ひずみと時効時間の関係

破
断
ひ
ず
み

時効時間

図 予備時効材（ ℃ｘ ％予ひずみ）の応力ひずみ線図に及ぼす
段目時効の影響

応
力

ひずみ

120℃6min→Strain20%→120℃1min（亜時効）
120℃6min→Strain20%→120℃50min（亜時効）
120℃6min→Strain20%→120℃48hour（過時効）
120℃6min→Strain20%→120℃3hour（ピーク時効）
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となっており，時効初期段階からピーク時効状態にかけて優れた強度を維持して
いる．延性についてはピーク時効状態まで改善するが，ピーク時効でも破断ひずみは ％
を下回り，非予備時効材の破断ひずみと比較して，延性に劣ることが明らかとなった．また
非予備時効材と同様に，過時効状態ではピーク時効状態と比較して強度の低下がみられる
が延性は向上することが分かる．

予備時効の有無が延性にもたらす影響
図 ， に圧縮加工により のひずみを加えた非予備時効材と予備時効材の ℃

の時効温度における時効時間に対する 耐力と塑性ひずみの変化を示す．時効処理３時
間を施した場合，どちらの試料も同程度の 耐力と塑性ひずみとなった．一方で亜時効
状態では明確な差が観察された．まず図 が示すように，時効処理 分， 分を施し
た場合は予備時効材の方が非予備時効材よりも優れた強度となった．また，どちらの試料も
時効時間 分よりも 分の方が 耐力は上昇していたが，非予備時効材の上昇量は

図 予備時効材（ ℃ｘ ％予ひずみ）の ％耐力と 段目時効の関係

図 予備時効材（ ℃ｘ ％予ひずみ）の破断ひずみと 段目時効の関
係

耐
力

段目時効時間

破
断
ひ
ず
み

段目時効時間

- 49 -



であったのに対して，予備時効材の上昇量は であった．図 より亜時効
状態では非予備時効材の方が予備時効材よりも延性が優れていることが分かる．また，予ひ
ずみ の非予備時効材は時効時間 分と 分を比較すると， 分の試料で破断ひずみ
が小さく，亜時効の段階で一度延性が低下していた．

予備時効材と非予備時効材のピーク時効における応力ひずみ曲線の比較
単純時効， ％の予ひずみを加えた予備時効材， ％の予ひずみを加えた非予備時効材

について，それぞれのピーク時効の応力ひずみ曲線を図 に，これら熱処理材の力学特
性と時効時間の関係を表 に示す．まず，同じ塑性ひずみで比較した場合には，単純時
効では他の 種よりも強度レベルが低く，破断ひずみが最も大きいことが明らかである．

図 予備時効材と非予備時効材の 耐力と 段目時効時間の関係

図 予備時効材と非予備時効材の破断ひずみと 段目時効時間の関係

耐
力

時効時間

非予備時効材（予ひずみ ）

予備時効材（予ひずみ ）

破
断
ひ
ず
み

時効時間

非予備時効材（予ひずみ ）

予備時効材（予ひずみ ）
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また，予備時効材では予ひずみが少ないにも関わらず，非予備時効材と同等の強度レベルで
あり，且つ延性に劣ることがわかる．図 の亜時効条件での破断ひずみがピーク時効に
比べて低下していることを併せて考えると，予備時効後の加工熱処理で得た強度増分は加
工による転位強化に影響された結果であり，延性とのトレードオフであるが，ピーク時効ま
での時効時間を大幅に短縮する効果が期待できるといえる．

表 加工熱処理プロセスによる時効硬化の強度と延性，熱処理時間
耐 力 最大応力 破断ひずみ ピーク時間

単純時効

予備時効（予ひずみ ）

非予備時効（予ひずみ ）

予備時効後の加工熱処理のエネルギー効率について

図 の応力ひずみ線図の応力と塑性ひずみの面積から，単位体積あたりの塑性変形仕
事のエネルギーを算出した．表 に，図 の塑性変形仕事，これをピーク時効に要し
た時効時間で割った熱処理のエネルギー効率を示す．溶体化処理材で塑性変形仕事が最も
大きいが，エネルギー効率の観点では，予ひずみ の予備時効材で最もエネルギー効率
に優れていることが分かる．予備時効材では，ピーク時効に達するまでの時効時間はわずか
時間であり，予備時効後の加工熱処理がエネルギー効率に極めて優れた加工熱処理プロセ

図 単純時効材，非予備時効材（予ひずみ ％），予備時効材（予ひずみ ％）
のピーク時効での応力ひずみ線図

応
力

ひずみ

溶体化処理材（ピーク時効）
予ひずみ の予備時効材（ピーク時効）
予ひずみ の非予備時効材（ピーク時効）
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スであると言える．

表 各種熱処理材の塑性変形仕事と熱処理のエネルギー効率
塑性変形仕事 エネルギー効率 ・

単純時効 × ×
予備時効（予ひずみ ） × ×
非予備時効（予ひずみ ） × ×

結言
合金で得られた転位強化と析出強化の知見をもとに，改良型合金であるＤ Ｋ 合

金の予備時効後の加工熱処理プロセスと強度の関係を調査した。また、圧縮試験により応力
ひずみ応答を調査すること、降伏応力、破断ひずみ、熱処理のエネルギー効率など、硬さ以
外の指標により、本加工熱処理プロセスの特徴を多角的な側面から明らかとした。ここに本
研究で得られた結果を示す．

Ｄ Ｋ 合金の単純時効処理に及ぼす溶体化温度の影響を検討し， 合金での熱処
理温度 ℃から ℃とすることで最大硬さが増大し，ピーク時効に達するまでの時
効時間が短縮された．

℃× の短時間の予備時効後に予ひずみを加えた試料では，非予備時効材と比べ
て ℃での 段目時効による最大硬さが増大し，また時効時間の短縮の効果も顕著と
なった．また，予備時効材では予ひずみを加えた直後の 段目時効の軟化挙動も抑制さ
れることがわかった．

単純時効による 合金の応力ひずみ応答を評価した結果，予備時効条件の亜時効
材で最も破断ひずみが低く延性が低下することが明らかとなった．これは，溶体化まま，
η‘のピーク時効の条件では転位のすべり運動が材料中で均一となるのに対して，せん断
型のＧＰゾーンでは材料中のすべりが不均一となり，試験片が巨視的にせん断されやす
い傾向にある為と考えられる．

予備時効後の予ひずみが二段目時効にともなう強度と延性に及ぼす影響を調査した結
果，亜時効状態からピーク時効にかけて延性と強度が共に上昇すること，また過時効状
態で強度は低下するものの延性は引続き増加する結果が得られた．また，予ひずみ
の予備時効材では，予ひずみ の非予備時効材と比べて短時間で同程度のピーク強度
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が得られるが，破断ひずみの延性に劣ることが明らかとなった．

ピーク時効とした単純時効材，非予備時効材，予備時効材の応力ひずみ線図から塑性変
形仕事を算出し，加工熱処理プロセスのエネルギー効率を評価した．ピーク時効に達す
るまでの時効時間を考慮すると，予備時効後の加工熱処理が最もエネルギー効率に優れ
ることが明らかとなった．

以上の結果より、予備時効後の加工熱処理が最大硬さと時効時間の短縮に有効であると
する研究成果 の 合金による知見が、 の改良型合金で実証された。また、本
稿で扱った 合金は、圧縮試験による破断ひずみが明らかにＡ 合金よりも低く、
予備時効後の予ひずみ加工の許容量にも限りがあった。応力ひずみ応答から亜時効の条件
で延性が低下することが一つの要因であり、硬さ以外の延性や靭性の重要性を改めて感じ
させられた研究である。
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研究成果 転位と析出バリアントの相互作用のマイクロメカニクス解析

はじめに
予備時効後の予ひずみ加工プロセスは、析出強化型アルミニウム合金の高強度化と熱処

理プロセスの効率化に有効な手段である、とのＡ 合金とＤ 合金についての調査
結果を研究成果Ｉと で報告した．
析出強化型合金では，微細で高密な析出分散を可能とする合金成分，また最適な析出組織

に制御するための加工熱処理プロセスが重要であり，そのような観点で多くの研究報告が
為されてきた．しかしながら，析出物の形状や結晶学的方位をはじめとする析出物の幾何学
的な特徴が，析出強化にどのような影響を及ぼすかについての統一的な見解は無いように
思われる．近年では，転位動力学 ，分子動力学 ，フェイズフィールド法 を用いて，
転位と析出物の相互作用から変形強度を推量するシミュレーション解析が盛んとなりつつ
ある．
本稿では，マイクロメカニクス・グリーン関数法による解析結果のうち ，アルミニ

ウム合金に典型的な｛ ｝針状析出物による析出強化について紹介する．

理論的背景
転位と 針状析出物の相互作用の幾何学
図 に示すように，＜ ＞析出物には つのバリアントが存在し，転位との幾何学的
な相互作用は の 種類に分類される． では，バーガースベクトルが針
状析出物の長手方向と垂直に， では長手方向と斜めに交錯する．針状析出物のミス
フィットひずみは，長手方向の成分がゼロとなるような 軸性のミスフィットであり ，
例えばすべり面でのせん断応力と析出物のミスフィットひずみの相互作用エネルギーは，

 
図  （ ）すべり面上の転位と  針状析出物の幾何学的関係
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でゼロ， では絶対値が等しく正負の符号の違いが生じ，転位と析出物の相互
作用はバリアントの幾何学によって異なることが予想される．この の幾何学的
な相互作用の違いは，｛ ｝や｛ ｝の 軸性のミスフィットを有する板状析出物でも同
様で，針状析出物の長手方向と板状析出物の板面法線を読替えることで， の違
いが表現されることは興味深い ．

転位と<001>析出物の相互作用のシミュレーションモデル 

図 III-2 に， 析出物と転位の相互作用の模式図を示す． 合金の＜ ＞
β“相の弾性スティフネスは母相とのミスマッチが小さく ，格子ミスマッチが内部応力の
主要因である．格子ミスマッチに起因した内部応力を析出物の座標系で計算を行い，すべり
系の座標系での応力に座標変換することで，転位との相互作用力とした．内部応力場の計算
には， 介在物法を基本とし，析出物の内側と外側の応力を計算した．転位は，両端
がピン止めされた刃状転位 を計算の初期状態として，一定ひずみ速度（ ）の
条件下で転位運動をシミュレートし，ある一定体積中での転位運動を仮定することで，転位
の移動距離を塑性ひずみに換算した．転位が析出物を乗越える際の外力と塑性ひずみの関
係，相互作用エネルギー等を算出することで，析出バリアントの幾何学が転位との相互作用
の及ぼす影響を評価した ．

 

図  転位と バリアントの相互作用のシミュレーションモデル (a) すべり系を
基本座標系とした析出物と転位セグメントの配置（全体座標系） (b) [001]を長手方向とし
た析出物（局所座標系） 

III-3 解析結果 

 <001> 針状析出物のすべり面上での応力場 

転位と析出物の相互作用を考える上で，析出物に起因した内部応力場を理解すること
は重要である．析出物の座標系で考えた場合，その内部応力は析出物の形状やミスフィット
ひずみなどの幾何学的な特徴で定まる．析出物の応力は場所の関数であるとともに，その応
力成分は観察する座標系によって値が異なる．つまり結晶学的に等価なバリアントと転位
の相互作用を考える場合には，すべり系の座標系に座標変換した応力成分を用いて相互に
比較するのが直接的である．
図 に，それぞれ の針状析出物の 面上での応力を示

す．析出物と すべり面の法線方向に対する相対位置を z/|b| = −180 ~ 180 で表してい
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る（ 軸に投影した析出物の端点の位置：z/|b| = −137 および 137）．図 に示すように，
𝜎𝜎xz は転位のすべり運動，𝜎𝜎xy は交差すべりに寄与する応力成分をそれぞれ表している．応
力のスケールバーは MPaの単位であり，それぞれのすべり面で観測された最大と最小の応
力値を表示範囲としている．すべり面が析出物と交錯する相対位置で応力値が高いこと 
(−120 < z/|b| < 120)がわかる．また，また，すべり面の相対位置の符号が逆転すると，析出
物の長手方向の中点（z/|b| = 0）を境にして応力分布が点対象の位置関係となることがわか
る．これは析出物の長手方向の中点を境に，転位が受ける相互作用力が反転することを意味
する．補足として，膨張性ミスフィットを有する回転楕円体状の析出物の長軸とすべり面の
法線方向が平行となる場合には，析出物の中点でせん断応力成分がゼロとなり，転位は内部
応力場の相互作用を受けない[5, 6]. 交差すべりの応力成分 𝜎𝜎xy についても，𝜎𝜎xzと同等の応
力レベルとなることがわかる． 転位の接線成分がらせん転位と並行であり，且つ主すべり
系よりも大きな相互作用力となった場合に交差すべりが生じる. 

図 に [010] バリアントの（ ）面上での応力分布を示す．図 と相互に比較
すると，符号は異なるが絶対値の等しい応力がｘ面に面対象で分布していることがわかる
（紙面では左右対称）． 従って，[100]と[010]バリアントは同符号の転位に対しては正負反

 

図 III-3 [100]析出物のすべり面上での応力場 (Type-B variant). すべり運動と交差
すべりに寄与する𝜎𝜎xz と𝜎𝜎xyの応力成分をすべり面の相対位置（z/|b| = −180 to 180）
で表示. 
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転した相互作用を示すが，異符号の転位まで含めると全く同様な相互作用であり，Type-B
として分類した（図 ）． 

図 III-5 に，[001]バリアントの（ ）面上の応力場を示す．ここで，[001]バリアント
の応力場は図 III-3, -4 とはその分布が異なり，絶対値の等しい正負の応力が隣り合っている
ことがわかる．また析出物の内側の応力はほぼゼロとなる．これは，[001]バリアントの長手
方向と[−110]のバーガースベクトルが直交関係にあることに起因している．同じすべり面内
で𝜎𝜎xz の強度が等しく，ｘ面について正負反転した応力が分布するのが Type-A バリアント
の特徴である． 特に，すべり面がバリアントの中点で交錯する場合には（z/|b| = 0），ｙ
面についても反転した応力分布となることがわかる． 

詳細は割愛するが，<001>針状析出物と{111}板状析出物の内部応力を比較すると (Liu 
and Muraishi, 2021), ミスフィットひずみの対角成分の和が等しくなる条件では，＜001＞
針状析出物の応力の絶対値は{111}板状析出物よりも高い傾向にある（𝜀𝜀11∗ + 𝜀𝜀22∗ + 𝜀𝜀33∗ = 0.1）. 
しかし，平均的な相互作用エネルギーを比較すると｛111｝板状析出物で大きな値を示すこ
とから，針状析出物の周囲では正負の内部応力が局所化して分布していることが考えられ
る．また，<001>析出物では交差すべりに関係する𝜎𝜎xyが{111}板状析出物に比べて小さい傾向
にあり，バリアントの幾何学が交差すべりにも影響する可能性がある. 

 

図 III-4  [010]析出物のすべり面上での応力場 (Type-B variant). すべり運動と交差
すべりに寄与する𝜎𝜎xz と𝜎𝜎xyの応力成分をすべり面の相対位置（z/|b| = −180 to 
180）で表示. 

- 57 -



＜ ＞針状析出物の内部応力場に影響された転位運動 

図 III-6 の(a)~(c)では，3 種類の＜001＞バリアントの周囲を刃状転位が張り出しながら
運動する様子を段階的に示している．いずれも析出バリアントの中心部を交錯するすべり
面（z/|b| = 0）での結果を示しているが，外力によってピン止めた転位が張り出す過程にお
いて，析出バリアントの内部応力に応じて引力や斥力の相互作用力が働くことで，転位の張
出しの形状に違いが表れていることがわかる．例えば， の バリアントではｘ軸方向
の転位運動に対して引力型の相互作用力が働くことで転位が析出物内部に侵入する動きが，
また の バリアントでは斥力型の相互作用力が働き，転位運動が阻害されている様子
が見て取れる．図 ～ の応力場と比較すると，外力と同じ符号を意味する正（赤色）の
内部応力場で転位運動を促進され，負（青色）の応力では転位運動が阻害されることが理解
できる．転位の張出しに必要な外力が増加すると，らせん成分の転位セグメントで交差すべ
りを生じ，新たなピン止め点となることも確認できる．(c)の[001]バリアントでは，転位の
運動方向に対して正負の応力が分布するため（図 ）, 紙面下側で応力が正となる領域
で引力が働くことで転位が張り出す様子が見て取れる．また，これら バリアントに対

 

図 III-   [001]析出物のすべり面上での応力場 (Type-A variant). すべり運動と交差
すべりに寄与する𝜎𝜎xz と𝜎𝜎xyの応力成分をすべり面の相対位置（z/|b| = −180 to 
180）で表示. 
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する転位運動の様子は，シミュレーションの時間軸に対して近しい時間での断続的なスナ
ップショットであるが，転位の曲率半径や掃引面積を考慮すると， に示す バリア
ントで析出物を乗越える為の外力レベルが最も高く，また塑性ひずみが少ないことが伺え
る．

III-4 考察 

転位が析出バリアントを乗越える際の外力と相互作用エネルギーについて 
近年の文献で[1,2,4]，転位と析出物の相互作用に関連した CRSS(臨界せん断応力)に及

ぼす格子ミスフィットの効果は無視できるほど小さいとの報告がある. しかしながら，
析出物の内部応力や転位運動は明らかにバリアントの幾何学的な方位に影響された

もので，またすべり面との相対的な位置関係（z/|b|）によって大きく異なることは明白で
ある. 個々の析出バリアントの相互作用の違いは，転位のピン止め点として効果がバリアン
トによって異なることを意味しており，転位の曲率を与える障害物間隔の見積りにも影響
すると考えられる

ここで＜001＞針状析出物の幾何学的に影響された析出強化をより明確にするために，
転位が<001>バリアントを乗越える際の外力，ならびに各種相互作用エネルギーの変化を塑
性ひずみに対してプロットした（図 III-10）．いずれも析出物の中心を交錯するすべり面上

図 III-6 刃状転位が針状析出物を迂回する様子 (a) [100], (b) [010], (c) [001] 
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の結果であり (z/|b| = 0)，析出物を考慮しない刃状転位の張出しのみの結果を参考の為に
破線でプロットしている．図 III-10（a）の応力ひずみ線図に示すように， [100]と [010]バ
リアント(Type-B)では，正負の強い相互作用力が転位に働く結果として，外力の最大値に大
きな差が生じ，また[001]バリアント (Type-A)は Type-B バリアントの中間的な応力値を示
すことがわかる. 破線で示した析出物を含まない場合と比較すると，転位の張出しに必要な
外力が内部応力の影響を受けて増加，あるいは減少していることが理解できる．Type-A, -B
バリアントの外力の最大値に違いはあるにしても，これら値は転位線のみを仮定した場合
よりも明らかに増加しており，転位運動に影響する正負の内部応力がすべり面上に分布し
たことで，析出強化の強度レベルが増加することは明らかである．更に，塑性ひずみに対す
る外力の傾きに着目すると，その傾きには斥力と引力の違いが明瞭に表れている．図 III-10
（ｂ）に示す析出物と転位の相互作用エネルギーの正負の値をみても，析出物を考慮しない
場合には常にゼロとなるが，斥力を受けると相互作用エネルギーが正に増大するが，基本的
にピン止め点となるような強い斥力の領域では転位が移動しない為，相互作用エネルギー
は正に大きく増加することはなく，転位がより動きやすく方向に移動することで，相互作用
エネルギーは負の値へと変化する. 図 III-10（ｂ）に示すように，外力レベルの高い[100]バ
リアントでは，転位間の相互作用エネルギーも高く，これは転位セグメントの曲率や長さの
変化が，転位の自己エネルギーの増分として検出されたことによる． 

 

図 III-  転位と 析出物バリアントの相互作用の比較 (a) 応力ひずみ線図, 
(b) 析出物と転位の相互作用エネルギー, (c) 転位間の相互作用エネルギー, (d) 
外力のポテンシャルエネルギー変化. （破線：析出物を含まない場合）
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ここで，析出物の応力場が転位に及ぼす平均的な相互作用エネルギーは，Type-A のバリ
アントでゼロ，また Type-B バリアントでは正と負の値をとる[6, 7]．これは，すべり面上で
の析出物内部の格子ミスフィットの符号に関係しており，材料中の内部応力は平均すれば
必ずゼロとなる事実を考慮すると，析出物の外側で転位の運動のしやすさに違いがあると
解釈して間違いない．いずれのバリアントでも，破線で示した刃状転位のオロワン応力以上
の外力レベルとなったことは，図 III-6 に示すように析出物が新たなピン止め点として作用
した為と考えられる．いずれにしても，図 III-7 に示す塑性ひずみに対する外力や相互作用
エネルギーの変化は，転位と析出バリアントの幾何学的な特徴によるもので，図 III-3~5 に
示すような内部応力の局所的な分布に従って転位の運動方向が影響された結果である． 

 
これまでに，析出バリアントの方位によって転位の障害物としての性質が異なることを

述べた．例えば，Type-B に分類される二つのバリアントでは相互作用力の符号に正負の違
いがあったが，転位の接線方向が変わった場合には，外力下での転位の運動方向が逆転する
ため，転位の移動方向前方の内部応力の符号が重要となる． 

図 III-8 に，外力と内部での影響を受けた転位の相互作用力を模式的に示す．ここで外
力と内部応力による相互作用力は，それぞれ𝐹𝐹ext および 𝐹𝐹int として太線の矢印，転位線と
その接線方向の違いを細線の矢印で示している．また，バリアントの内部応力の符号の違い
を＋－の符号で表している．図 III-8(a)について，外力の符号を＋として話をすすめると，
転位線の接線方向が逆転することで𝐹𝐹extの符号が反転する．𝐹𝐹intの向きが，転位の移動方向
前方の内部応力の符号に影響されるとすると，＋の内部応力は外力の符号と一致するため，
𝐹𝐹ext と 𝐹𝐹intの向きが揃うことで転位の運動を助けることとなる．一方で，－の内部応力は
外力の符号と異なり転位の移動を妨げる．つまり，符号の異なる内部応力が分布した場合に
は，同じ外力レベルであっても転位の移動方向によって障害物の性質に差が生じることを
意味する． 図 III-8(ｂ)では，転位の移動方向に対する内部応力の符号の順序が図 III-8(a)と
異なっており，模式的ではあるが２つの Type-B バリアントの違いを端的に表している．一

 
図 III-11 転位と つの Type-Bバリアントの相互作用力の模式図（外力の符号は＋とした）．
転位の移動方向前方の内部応力の符号によって相互作用力の向きと強度が異なる．
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般的には正負の転位が材料中に存在し，それら転位に囲まれた面積領域が塑性ひずみとし
て定義される．二つのバリアントの障害物の性質は転位の移動方向に左右されるので，
Type-A, -B からなる３つの析出バリアントが均等に分布する場合には，強い相互作用力と
弱い相互作用力の双方が存在し，強い相互作用力の障害物がより有効なピン止め点として
全体の強度レベルに貢献する筈である．ここで，Al-Cu 合金単結晶の GP-II ゾーンの配列効
果による析出強化の実験例に挙げると，Type-B バリアントの析出強化量が Type-A バリア
ントよりも低下することが明らかとなっている[9, 10]．単一のバリアントに配列制御した場
合には，転位が特定の方向に運動しやすいとすれば，図 III-11 の模式図に示すような弱い相
互作用力の障害物のみがせん断・迂回される状況となり，Type-B バリアントで強度が減少
する理由を説明できる．転位が移動した面積が塑性ひずみとして定義されることから，この
ような選択的な転位運動は不可能ではない． 

Al–Mg–Si 合金の β″針状析出物に関する転位動力学シミュレーションの研究報告では 
[2]，格子ミスフィットによる母相の内部応力，体積率ならびに析出物形状は，分解せん断応
力に大きな影響を及ぼさないこと，強度の上限値はオロワン機構で推量できるとの結論を
得ている．しかしながら，今回の転位動力学の解析結果では，格子ミスフィットの内部応力
のみを転位運動の障害物として考慮しており，すべり面上の内部応力の分布の違いによっ
て Type-A と２つの Type-B バリアントの強度レベルに大きな差が生じ，それら強度レベル
の違いは内部応力に影響された転位運動の違いに起因する．従って内部応力の影響は極め
て重要であり無視できない． 

最後に，<001>針状析出物と転位の幾何学的な相互作用についての結果を表 III-1にまと
めた．図 III-7 から得られた最大せん断応力の値は，ピン止めされた転位のオロワン応力（28 
MPa）に析出強化の影響を含めたものである．またその序列は平均的な相互作用エネルギー
の予測値とも一致している． 

表 III-1 <001>針状析出物と転位の幾何学的な相互作用．ピン止めされた刃状転位が異な
る方位の析出バリアントを乗越える際の最大応力と平均的な相互作用エネルギーの関係
（z/|b| = 0）. 

Type of interaction Orientation Maximum of flow 
stress, 𝜎𝜎𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀𝑀/MPa

Average interaction 
energy

Type-B [100] 54 >0
Type-B [010] 39 <0
Type-A [001] 46 =0

III-  結論 

本稿の研究成果 では，析出強化の幾何学と方位依存の転位動力学シミュレーション
の成果として，主に 針状析出物の結果を紹介した．析出物の格子ひずみに起因した内
部応力場中の転位運動の詳細を明らかにすることを目的とした，マイクロメカニクス・グリ
ーン関数法にもとづく離散化数値解析プログラムの開発は大きな成果であった．転位と析
出バリアントの相互作用の解析の結果，析出バリアントと転位の相互作用は，すべり系と針
状析出物の幾何学的関係に大きく依存することが明らかとなった．バーガースベクトルが
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針状析出物の長手方向と斜めに交錯する[100]と[010]の二つのバリアントでは（ ），
すべり面上の内部応力場の符号と分布が反転しており，転位の移動方向に依存して相互作
用力の大小に差を生じること，一方でバーガースベクトルが針状析出物の長手方向と垂直
に交錯する バリアントでは（ Ａ），平均的な相互作用エネルギーはゼロとなり，
二つの バリアントの強度レベルの中間的な値となるなど，析出強化における析出バ
リアントの幾何学的配置や方位の影響についての重要な知見が明らかとなった．
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